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【はじめに】地方に共通する「男性人口の定着は得意、女性人口の定着は苦手」 
 

新型コロナ人口動態解説シリーズ（11）では、新型コロナ禍 2年目となる 2021年上半期の人口移動

によって、人口を減少させている 40 のエリアについて「減少人口の男女格差」の視点から解説した

い。 

これまでの人口動態解説シリーズ 10回において、繰り返し「社会純減（人口の転出超過）エリアで

は、男性以上に女性が減少しているエリアがほとんどである」すなわち「社会純増（人口の転入超過）

エリアでは、男性以上に女性が増加している」ことをお伝えしてきた。 

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が各地で何度も発令される中、どの都道府県でも人口の出控

えが生じているが、それでもなお強い意志を持って都道府県を超えた住所変更を伴う移動は、日本に

おける人口の社会純減のより本質的な部分を示唆するものであると筆者は考えている。 

 

シリーズ（10）では、2021 年上半期に人口の社会減が発生した 40 エリアの減少総数ランキングを

紹介した。今回はこの 40エリアについて「減少人口の男女アンバランスレベル」という視点から再度

ランキング化した結果を解説してみたい。 

 

【女性だけが減少して転出超過となったのは 3エリア】 
 

まずは総数としての転出超過がすべて女性の減少によって発生した 3 エリアについてみてみたい

（図表 1）。減少人口が多い順に、茨城県、群馬県、山梨県で、すべて首都圏 1都 3県をとりまくエリ

アとなっている。 

いずれも東京都への通勤エリアとしてはやや不便であり、テレワークと通勤を併用した勤務が容易

なエリアとはいいがたい。茨城県では男性が増加した数の 6.5倍の女性が逆に減少し、同様に群馬県

では増加した男性の 2.4倍、山梨県では増加した男性の 1.1倍の女性が減少した。 
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北関東エリアや中部エリアは、東北エリアに次ぐ首都圏への若年労働人口の供給地となっており、

特に男性以上に女性が大きく社会減となる傾向が強い。これらのエリアの大学新卒期にあたる女性が

選好するような仕事を東京都が多く供給しているために、北関東エリアや中部エリアの労働市場がも

つ女性にとっての雇用先の非多様性という問題が顕在化しにくい。ゆえに労働市場の改革が進まない、

という構造がある1。 

 

【図表1】2021年上半期 転出超過数 都道府県人口減少の男女アンバランスランキング－1 

 

資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成  

 

 

【全国平均 1.37倍を超えた男女転出アンバランスエリアはさらに 16エリア】 

 

次に男女ともに転出超過となった 37エリアのうち、全国平均の 1.37倍を上回る人口減少男女アン

バランス割合となったのは 16エリアである（図表 2）。 

 

このうち最も大きなアンバランス割合を示したのは長野県で、男性人口減少の 10.5 倍もの女性が

減少した。長野県は総減少数としては 40道府県中 28位でさほど上位ではないし、コロナ禍で転出超

過が減少したことに目が行きがちではあるが、同県の人口動態問題の最も大きな問題点はそこではな

い。 

コロナ禍という転出抑制が大きく作用した期間においても、全国で最も大きな人口減少の男女アン

バランスが生じており、その男女における絶対数を見ると、同県の社会減問題はほぼ女性人口の転出

問題とイコールである、といってもよい、ということがわかる。シリーズ（9）でも解説したが、毎年

3月に 20代前半の女性人口が東京圏を中心に増加しているという事実から、長野県の社会減問題につ

いても新卒期の若い女性の労働市場問題にある、ということが推測できる。 

 

長野県と同様に山口県もコロナ禍において、男女転出アンバランス割合がより一層明確になったエ

リアといえる。コロナ禍までの 10 年間（2010 年～2019 年）では、1.53 倍であった割合が 2021 年上

半期では 5.5倍となっている。 

 
1 筆者の知る群馬県出身男性からは「地元には希望する職がなかったという理由で、娘が東京都に就職した」という声があ

がった。また、東京都と北関東の間で週末婚という結婚を選んだアラサーカップルは、男性が北関東勤務、女性が東京都勤

務であり、北関東に転居すると女性のキャリアが維持できない、という理由から、2人で話し合った末、週末婚という苦渋

の決断となったという（2019年ヒアリング調査）。このような望まぬ週末婚の若い男女の姿は、未婚少子化・地方創生の壁

の姿を示唆しているかもしれない。地方部における労働市場改革は待ったなし、といえるのではないだろうか。 

都道府県 総数（人） 男性（人） 女性（人）
女性/男性

（倍）

女性-男性

（アンバランス数）

1 茨城県 -1,149 209 -1,358 女性のみ減少 -1,567

2 群馬県 -476 349 -825 女性のみ減少 -1,174

3 山梨県 -25 263 -288 女性のみ減少 -551

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=68499?site=nli
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鹿児島県、富山県では 2倍を超える人口減少の男女アンバランス割合となっている。コロナ禍まで

の 10年間（2010年～2019年）におけるアンバランス割合は、鹿児島県は 1.38倍、富山県は 3.9倍と

なっており、鹿児島県はコロナ禍によってアンバランス割合が拡大し、逆に富山県はアンバランス割

合が縮小したと解説したいところである。しかし、富山県はもともとコロナ禍までの 10年間でみると

男女とも減少したエリアにおいて 2番目に高いアンバランス割合を示している県であり、男女アンバ

ランス割合の高さは依然全国トップクラスであることに変わりはない、という点を指摘しておきたい。 

 

【図表2】2021年上半期 転出超過数 都道府県人口減少の男女アンバランスランキング－2 

 

資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成  

 

【女性よりも男性の転出超過が多いエリアは 7エリアへ】 
 

コロナ禍において男性が女性よりも社会減となったエリアも発生している。この上半期では、7 エ

リアにおいて男性＞女性の人口の社会純減となった（図表３）。 

このうちコロナ禍までの 10年間（2010年～2019年）においても、男性＞女性の社会減であったの

は、兵庫県、奈良県、京都府である。この 3エリアはもともと大阪府の近接エリアすなわちベッドタ

ウンとして、女性は地元を離れずに通勤する、という傾向があり、また専業主婦世帯割合が全国的に

見て最も高いエリアであるという特徴があるため、就労に関して女性の社会減が他のエリアよりも発

都道府県 総数（人） 男性（人） 女性（人）
女性/男性

（倍）

女性-男性

（アンバランス数）

1 長野県 -1,401 -122 -1,279 10.48 -1,157

2 山口県 -1,629 -251 -1,378 5.49 -1,127

3 鹿児島県 -2,630 -853 -1,777 2.08 -924

4 富山県 -1,423 -472 -951 2.01 -479

5 島根県 -948 -329 -619 1.88 -290

6 愛媛県 -1,999 -697 -1,302 1.87 -605

7 北海道 -3,025 -1,056 -1,969 1.86 -913

8 福井県 -1,390 -495 -895 1.81 -400

9 高知県 -1,581 -603 -978 1.62 -375

10 山形県 -2,809 -1,077 -1,732 1.61 -655

11 宮崎県 -2,071 -800 -1,271 1.59 -471

12 静岡県 -4,055 -1,579 -2,476 1.57 -897

13 和歌山県 -1,668 -670 -998 1.49 -328

14 広島県 -4,403 -1,795 -2,608 1.45 -813

15 岩手県 -2,985 -1,250 -1,735 1.39 -485

16 福島県 -5,347 -2,246 -3,101 1.38 -855

- 全国 -90,847 -38,321 -52,526 1.37 -14,205
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生しにくい風土があるという点を理解しておく必要がある2。ただし、人口動態解説シリーズでも解説

してきたが、コロナ禍において大阪圏は男性が逆ドーナツ化して大阪府に集中する傾向が強まってい

る。このために男女アンバランス割合が低く出ていることにも注意しておきたい。 

 

【図表3】2021年上半期 転出超過数 都道府県人口減少の男女アンバランスランキング－3 

 
資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成 

 

残る 4エリアのうち石川県、鳥取県、宮城県は、コロナ禍 2年目上半期において、過去と比べて人

口減少の男女アンバランス割合は統計上改善したとみられる。 

コロナ禍までの 10年間（2010年～2019年）において、石川県は男女とも人口減少しているエリア

のうち全国トップの男性の 4.6倍の女性が減少するという状況であったが、今後アンバランス割合が

修正されていくことを期待したい。 

 
2 総務省「家計調査」（2020年）によれば、県庁所在地および大都市においては京都市が専業主婦率で全国 1位（60％）。ま

た 5年に 1度調査される総務省の「就業構造基本調査」2017年調査では、共働き世帯割合が多い都道府県順にみると、京都

府 38位（47％）、兵庫県 44位（45％）、大阪府 46位（44％）、奈良県 47位（42％）となり、近畿エリアは専業主婦世帯割

合の最も高いエリアであることがわかる。 

都道府県 総数（人） 男性（人） 女性（人）
女性/男性

（倍）

女性-男性

（アンバランス数）

- 全国 -90,847 -38,321 -52,526 1.37 -14,205

17 秋田県 -2,818 -1,199 -1,619 1.35 -420

18 徳島県 -1,519 -649 -870 1.34 -221

19 栃木県 -1,365 -589 -776 1.32 -187

20 新潟県 -5,061 -2,219 -2,842 1.28 -623

21 大分県 -2,001 -888 -1,113 1.25 -225

22 熊本県 -1,862 -829 -1,033 1.25 -204

23 長崎県 -5,193 -2,341 -2,852 1.22 -511

24 佐賀県 -1,324 -600 -724 1.21 -124

25 三重県 -2,913 -1,322 -1,591 1.20 -269

26 岡山県 -2,575 -1,179 -1,396 1.18 -217

27 岐阜県 -4,040 -1,904 -2,136 1.12 -232

28 香川県 -1,612 -767 -845 1.10 -78

29 愛知県 -2,277 -1,113 -1,164 1.05 -51

30 青森県 -4,703 -2,349 -2,354 1.00 -5

31 石川県 -1,009 -529 -480 0.91 49

32 鳥取県 -975 -536 -439 0.82 97

33 沖縄県 -1,176 -648 -528 0.81 120

34 奈良県 -1,448 -809 -639 0.79 170

35 兵庫県 -4,114 -2,934 -1,180 0.40 1,754

36 宮城県 -686 -491 -195 0.40 296

37 京都府 -1,162 -952 -210 0.22 742
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鳥取県は 10年間（2010年～2019年）においてもともと女性の人口減少が男性の 1.2倍という状況

であり、男性よりも女性の流出超過数が多いエリアの中では比較的男女バランスした減少の仕方であ

った。従って、この上半期に女性よりも男性が減ってきていることに注目しがちとなるかもしれない

が、過去 10年間の女性の転出超過の状況を踏まえると、慌てて男性誘致に特に力を入れるような短

期的な施策は避けるよう気をつけたい。宮城県に関しては、これまでは男性は増加し女性は減少する

という傾向が続いていたが、これを機に鳥取県と同様、中長期的に男女をバランス良くエリアに惹き

つける施策を行うことが必要だ。 

 

最後に沖縄県は、コロナ禍までの 10年間（2010年～2019年）では社会純増エリアであり、かつ女

性が男性の 1.47倍も増加していたエリアであったので、コロナ禍に関わらず男性よりも女性に選好

されるエリアではあるが、この上半期においては転出超過に転じたエリアとなっている。 


